
　株主の皆様には、日
頃より格別のご高配
を賜り、心より感謝申
し上げます。
　当中間期において
は、定期船事業では米
中関税の暫定合意を
受けて一時的に運賃
市況は上昇したもの
の、新造船の竣工によ
る船舶供給量の増加
が続き、その後の運賃
市況も前年同期を下
回る水準で推移した
ことを背景に前年同
期に比べ大幅な減益
となりました。一方自
動車事業では、各国関
税政策等の影響によ

り世界経済の先行きが不透明な中でも完成車輸送台数が前
年同期並みの水準を維持し、安定した利益を確保しました。
また、エネルギー事業においても市況が堅調に推移したこと
等により、当中間期の連結経常利益及び親会社株主に帰属す
る中間純利益は、1,268億円及び1,022億円となりました。
　この結果を踏まえ、当事業年度の中間配当金については前
回の予想から変更せず1株当たり115円とし、期末配当金に
ついては業績予想を修正し、前回の予想から普通配当を35円
引き下げ、1株当たり85円とする予定です。なお、今年10月に
創業140周年を迎えたことを記念するとともに、株主の皆様
の日頃からのご支援に感謝の意を表すため、追加配当として、
1株当たり25円の記念配当を実施することを予定していま
す。これにより、期末配当金は1株当たり110円となり、1株当
たり115円の中間配当金と合わせ、2026年3月期の年間配当
額は1株当たり225円を予定しています。
　当社グループでは、現中期経営計画において「総合物流企
業の枠を超え、中核事業の深化と新規事業の成長で、未来に
必要な価値を共創する」ことを掲げ、当中間期も様々な取組
みを推進してきました。中核事業においては、NYK Energy 
Ocean社の設立、欧州域での大手ヘルスケア物流会社の買収
等、将来の企業価値向上に向けた戦略的なM&Aを実行しま
した。環境課題への取組みにおいては、海運の脱炭素化がグ
ローバルで求められる中、当社グループはアンモニアをはじ

めとする次世代燃料の活用を積極的に進めており、2025年5
月には日本初となるバッテリー駆動の完全電動作業船を完
成させました。電動作業船は船舶の低・脱炭素化を実現する
ための有力な選択肢であり、新技術を確立し社会実装を進め
ていきます。さらに、循環型経済確立への取組みとして、
JAXAの宇宙戦略基金事業の採択を受け開発を進めている再
使用型ロケットの洋上回収システムについて、2025年7月に
全体システム構成のコンセプト承認を取得しました。当社グ
ループは、社会課題の解決に挑み、持続可能な社会の実現に
向けた取組みも進めていきます。
　中期経営計画の支えの戦略である「CX」においては、企業
価値創出の源泉である「人」への投資はもちろん、2023年に
策定した「日本郵船グループCX Story」を基に35,000人を
超えるグループ社員一人ひとりが輝ける舞台を整えていき
ます。さらに、「日本企業が日本を基点としてグローバルに展
開する」という旧来の発想から脱却し、「Global Company 
Head-Quartered in Japan」というコンセプトの下、真の
グローバルカンパニーへの変革を進めていきます。また、も
う一つの支えの戦略である「DX」においては、運航データを
活用した状態監視・予防保全システムの実装、新造船設計や
船舶管理業務の改革、自律運航船の実用化に向けた取組み等
が評価され、経済産業省等が選定する「DX銘柄」に3年連続で
選定されました。さらに、当社グループがDXを通じて企業価
値の持続的な向上と未来への挑戦をどのように実現してい
くのか、その方向性を示す「日本郵船グループDXストーリー」を
2025年11月に策定し発表しました。
　当社は今年、創業から140周年を迎えました。1885年の創業
以来、海洋国家である日本の発展とともに歩んできました。創業
当時からの「モノ運びを通じて、人々により豊かな生活をもたら
す」という想いをこれまで脈々と受け継ぎ、今日のグループ企業
理念“Bringing value to life.”に繋がっております。今年3年目
を迎えた中期経営計画“Sail Green, Drive Transformations 
2026 – A Passion for Planetary Wellbeing –”で掲げた施策
を力強く進めるとともに、グローバルで経済の不確実性が高ま
る中、その影響を注視し、事業環境の変化に機敏に対応してい
きます。株主の皆様には、今後とも当社グループ事業へのご理
解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。
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主要財務ハイライト（連結）

事業部門別業績

中間連結貸借対照表の要旨 中間連結損益計算書の要旨

中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（単位：百万円）

（単位：億円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

売上高 1,182,101
営業利益 68,046
経常利益 126,833
特別利益 12,881
特別損失 10,818
親会社株主に帰属する中間純利益 102,252

ライナー&ロジスティクス事業
自動車事業 ドライバルク 

事業
エネルギー

事業 その他事業
定期船事業 航空運送事業 物流事業

第137期
中間期

売上高 1,117 778 3,386 2,434 2,708 814 1,083
経常損益 467 3 137 605 205 220 9

第138期
中間期

売上高 922 926 4,012 2,716 3,234 910 1,034
経常損益 1,766 83 124 616 85 218 42

第139期
中間期

売上高 899 411 3,808 2,540 2,668 1,109 849
経常損益 348 21 67 501 △21 397 1

売上高構成比
（当中間期）

7.3% 3.3% 31.1%
20.7% 21.7% 9.0% 6.9%

41.7%

資産の部

流動資産 817,270

固定資産 3,562,866

有形固定資産 1,294,651

無形固定資産 118,475

投資その他の資産 2,149,739

繰延資産 328

資産合計 4,380,465

負債の部

流動負債 541,893
固定負債 945,383
負債合計 1,487,276

純資産の部

株主資本 2,297,483
その他の包括利益累計額 539,273
非支配株主持分 56,431
純資産合計 2,893,188
負債純資産合計 4,380,465

営業活動によるキャッシュ・フロー 292,242
投資活動によるキャッシュ・フロー △75,740
財務活動によるキャッシュ・フロー △84,816

（注1）事業部門別業績は、事業部門間の内部取引高消去前の数字です。
（注2）特定の事業部門に帰属しない一般管理費及び営業外費用は全社費用とし、上記に含めていません。
（注3）‌�第138期（2024年度）より、「不定期専用船事業」を「自動車事業」「ドライバルク事業」「エネルギー事業」に分割し、また「不動産事業」は「その他事業」に含めて表示する方法に変更しています。

これに伴い、第137期（2023年度）の数値も変更後の区分に合わせて組替再表示しています。

（1）売上高

（4）総資産

（2）経常損益

（5）株主資本・自己資本比率

（3）親会社株主に帰属する当期（中間）純損益

（6）有利子負債自己資本比率（D/E Ratio）
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（注1）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しています。
（注2）（1）～（3）のみ、当期の通期予想を記載しています。


